
１．はじめに

　2004 年に発生した新潟県中越地震において営業走行
中の新幹線が脱線１）して以降，新幹線を中心に地震時
の脱線・逸脱防止対策について研究開発が行われている。
例えば，地震時に新幹線が脱線することを極力防止する
ことを目的とした脱線防止ガード２）～６）がある。また，
万が一脱線が生じた際に，車両が軌道から大きく逸脱す
ることを防ぐ機構については，軌道の軌間内に設置する
逸脱防止ガード７）８），軸箱下に取り付ける車両逸脱防止
L 型ガイド９）10），および台車下部に設置する逸脱防止ス
トッパ11）12）がある。さらに，地震時に振動する軌道上を
走行する車両の挙動を解析するシミュレーションプログ
ラム（VDS：Vehicle Dynamics Simulator，以後 VDS と
記す）13）を用いて，車両の諸元変更によって地震時に脱
線しにくくするための解析的研究14）やそれに基づいた
試作機の開発15）16）も行われている。VDS の妥当性につ
いては大型振動試験装置を用いた実台車加振実験により
検証を行っている17）。
　一方，在来線についても近年，著大地震時の走行安全
性への関心が高まっているとともに，一部の鉄道事業者
においては首都直下地震を念頭においた地震対策とし
て，万が一脱線が生じた際に被害が大きくなると想定さ
れる箇所への脱線防止ガード敷設が行われている18）。在
来線用脱線防止ガードの地震時における効果に関して

は，大型振動試験装置を用いた在来線用脱線防止ガード
付軌道（軌間 1,067mm）上の実台車加振実験により，
地震時を想定した車輪・脱線防止ガード間の接触挙動や
接触特性の把握が行われている19）20）。一方，在来線の車
両側の地震時走行安全性向上策については研究例がない。
　そこで，筆者らは在来線車両の中でも比較的高速で走
行する，ヨーダンパを装備した在来線車両を対象として，
地震時走行安全性向上策について検討し，その効果を前
述の在来線用脱線防止ガード設置の効果とあわせて評価
した。以後，特に断りなく「車両」と記した場合は在来
線車両を意味する。
　本論文では，地震時走行安全性向上策として，在来線
用脱線防止ガードの効果も示すことから在来線車両を対
象とするが，本論文で提案する車両側の地震時走行安全
性向上策は原理としては新幹線車両にも適用することが
できると考えられる。

２．地震時走行安全性に関する解析的検討

2. 1　解析モデル
　ヨーダンパはボルスタレス台車を装備した車両に用い
られ，シミュレーションモデルは図 1 のようになる。図
のように，1 車両あたり車体 1 個，台車枠 2 個，輪軸 4
個の剛体要素で表現し，それぞれの剛体要素が 6 自由度
を有している。また，8 つの車輪を支えるレールがそれ
ぞれ独立に上下・左右の 2 自由度を有しており，1 車両
あたり合計 58 自由度のモデルとなっている。各質量要素
間はばね・減衰系で結合されるとともに，車輪を支える
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レールは路盤に弾性支持され，車輪・レール間のクリー
プ力は Kalker 理論に基づいたモデルにより計算している。

2. 2　地震時における走行安全性判定基準
　一般に鉄道車両の走行安全性の判定基準としては，脱
線係数，輪重減少率，輪重，横圧などの車輪・レール間
作用力をもとにした指標値が用いられている21）。しかし，
地震時に車両が脱線・転覆に至るような限界に近い状態
では，車輪がレールから離れて，再びレール上に戻る場
合もあるため，車輪・レール間作用力を用いた従来の指
標で走行安全限界を評価することは適当でない。そこで，
地震時車両挙動解析においては，車輪・レール相対左右
変位（車輪踏面中心とレール頭頂面中心との左右方向の
距離）により脱線の有無を判定することとし，この変位
が静止時の車輪の中正位置から±70mm に達したとき
に脱線と判定し14），解析を打ち切っている。相対左右変
位±70mm のときの輪軸とレールの位置関係の概略を
図 2 に示す。図 2（a）は車輪フランジがレール頭頂面
上に乗っており，車輪がレールから落下する直前の状態
で，乗り上がり脱線の際にも見られる位置関係である。
一方，図 2（b）は片側の車輪を支点として，反対側の
車輪が弧を描くように上昇している状態で，横風による
車両転覆の際にも見られる位置関係である。ここでは図
2（a）および図 2（b）に示した状態のどちらも「脱線」
と整理し，特に両者は区別しない。以後，特に断りなく
「脱線」と記した場合は，上記の脱線判定条件に達した

状態を表す。

2. 3　ヨーダンパを装備した車両の地震時走行安全性
　VDS を用いて解析したヨーダンパを装備した車両の
正弦波加振に対する安全限界線図を図 3 に示す。正弦波
加振に対する安全限界線図とは，横軸に軌道の加振周波
数を，縦軸に左右方向の加振振幅をとり，各加振周波数

図１　ヨーダンパを装備した在来線車両の解析モデル

図２　脱線判定時の輪軸姿勢の概略
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毎に加振振幅を大きくしながら，直線区間を走行中に正
弦波 5 波を受ける車両運動シミュレーションを繰り返
し実行して，図 2 に示す脱線判定基準「車輪／レール相
対左右変位 70mm」において脱線と判定を受ける直前の
加振振幅（限界振幅）をプロットしたものである。つま
り，各加振周波数の振動を受けたときにそれぞれの安全
限界線以下であれば脱線しなかったことを示しており，
車両の地震時脱線に対する耐性の基礎的な特性を得るこ
とができる14）。
　図 3 より，加振周波数 0.5Hz 付近の限界振幅が付近
の周波数帯の限界振幅よりも小さくなっており，この周
波数帯の軌道面振動に対しては他の周波数帯の軌道面振
動に比べて脱線しやすい傾向であるといえる。紙面の都
合上，詳細については割愛するが，脱線しやすくなるメ
カニズムの概略は以下の通りとなる。
（1） 比較的低い周波数で加振され，車両が下心ロール

振動を起こすと，車体・台車間で大きな相対ロー
ル角が生じるが，車体・台車間のまくらばねはス
トッパにより縮み量が制限され，図 4（a）に示す
ようにまくらばねは概ね片側ずつ交互に伸縮する
挙動を呈する。

（2） それに伴い，車体・台車間にレール長手方向に左
右対称に配置されたヨーダンパも概ね片側ずつ交
互に伸縮するため，左右のヨーダンパで発生する
前後力に差異が生じ，車体・台車間にヨーモーメ
ントとして作用する（図 4（a），（b））。

（3） 発生したヨーモーメントにより直線区間を走行して
いる台車が旋回し，脱線しやすくなる傾向となる。

2. 4　�ヨーダンパを装備した車両の地震時走行安全性向
上策

　地震時走行安全性向上策として，1 章で述べた脱線防
止ガードの設置が考えられる。それに加えて，前節で述
べたように，低い加振周波数領域において，ヨーダンパ
によって台車に作用するヨーモーメントにより，台車が

脱線しやすくなるのであれば，ヨーモーメントの発生を
抑制すれば良く，ここではその方法について検討を行っ
た。図 5 に示すようにヨーダンパを台車内前後対象に配
置することで，車体・台車間に相対ロール振動が発生し
た際の前後力を抑制することができる。台車の左右どち
らかのみに前後対象に配置すればロール振動時の前後力
を抑制できるが，左右非対称に減衰力が発生するため，
本来の目的である，高速走行時の台車だ行動抑制の観点

図３　正弦波加振に対する安全限界線図

図４　�車体ロール振動時の台車・車体間ヨーモーメント
発生の概略

図５　�ヨーダンパ提案配置と車体ロール振動時のヨー
モーメント低減効果の概略
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からは，走行安定性や乗り心地に対して十分な効果が得
られなくなる懸念がある。そこで，ここではヨーダンパ
を台車内前後・左右対称に 4 本配置することを提案す
る。ヨーダンパに関して，通常の配置と同等の走行安定
性，乗り心地および曲線通過性能とするため，ヨーダン
パ 1 本あたりの減衰力を通常の半分とする。減衰力が通
常の半分のヨーダンパを 1 台車あたり前後・左右対称に
4 本配置することを以後「提案配置」と記し，図 4 に示
した通常のヨーダンパ配置（1 台車あたり 2 本配置）を
「通常配置」と記す。ヨーダンパを提案配置とすること
による地震時走行安全性向上効果を確認するため，ヨー
ダンパを提案配置とした場合の正弦波加振に対する安全
限界線図を図 6 に示す。図 3 に示した通常配置の安全
限界線図もあわせて示す。図 6 より，ヨーダンパを提案
配置とすることで加振周波数 0.5Hz 付近の安全限界振
幅が大きくなり，地震時の脱線に対する耐性が向上して
いることがわかる。なお，加振周波数 0.3Hz に比べ 0.4Hz
の方が安全限界振幅が小さい一方，加振周波数 0.4Hz
よりも 0.5Hz の方が安全限界振幅が大きく，また加振
周波数 0.5Hz よりも 0.6Hz の方が安全限界振幅が小さ
くなっている。このように加振周波数 0.3～0.6Hz で安
全限界振幅の変動が大きくなっている原因として，車輪・
レール接触状態の急激な変化や車輪まわりの減衰要素が

少ないことが推定されるが，詳細なメカニズムの解明は
今後の課題である。

３．�ヨーダンパ配置変更による地震時走行安全
性向上効果の実験的検証

　2.4 節で示したヨーダンパ配置変更の効果を実験的に
も確認するため，大型振動台を用いた実台車加振実験を
実施した。以後，この実台車加振実験を「本実験」と記す。

3. 1　試験装置の概略
　試験体の外観を図 7 に示す。供試台車は在来線特急形
車両で用いられていた台車である。本実験ではヨーダン
パ提案配置での加振実験も実施するため，前後対称に
ヨーダンパを取り付けられるよう，台車側のヨーダンパ
受はヨーダンパ取付部が前後方向台車中心になるように
専用のものを製作している。また，半車体についてはヨー
ダンパ 4 本に対応するよう，車体側ヨーダンパ受を 4
つ装備している。ここで，便宜上，図 7 の左側写真にお
いて，紙面手前方向を前側と見なして前後左右を表現す
る。また，車両が軌道上を走行している時は停止してい
る時に比べ輪軸が軌道上を左右に動きやすい。加振実験
時，台車は停止した状態であるが，車両走行時の輪軸の
左右の動きやすさを模擬するため，車輪・レール間をグ
リース潤滑している。試験体のおもな諸元を表 1 に示
す。ヨーダンパの減衰力特性はリリーフ弁により高ピス
トン速度領域で傾きが小さくなる折れ線特性を有してい
る。提案配置用のヨーダンパについて，低ピストン速度
領域の減衰係数は通常配置用の半分となっているが，高
ピストン速度領域の減衰係数は通常配置用の半分より大
きい値となっている。これは既存の構造を用いた設計で
は，これ以上減衰係数を小さくできなかったためである。
なお，この差の試験結果への影響は小さいと考えている。

3. 2　実験条件および測定項目
　本実験の目的は，ヨーダンパの配置を変更することで

図６　�正弦波加振に対する安全限界線図（ヨーダンパ提
案配置と通常配置との比較）

図７　試験装置の外観とヨーダンパ取付部
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地震時に台車に作用するヨーモーメントが抑制され，地
震時走行安全性が向上することの確認である。したがっ
て，試験体についてはヨーダンパ配置のみ通常配置・提
案配置と条件変更した。加振波の条件を表 2 に示す。
様々な加振条件で効果を把握するため，試験体を健全な
状態に保ちつつ加振実験を繰り返す必要がある。そのた
め比較的強度の低い箇所のひずみやまくらばね（空気ば
ね）の伸び量等を監視しながら，できるだけ大きな加振
ができるよう，正弦波加振については振幅を，地震波加
振については変位入力に掛ける倍率を調整しながら加振
実験を行った。

3. 3　実験結果
　加振実験における振幅調整の結果，各加振波における
振幅もしくは倍率を表 3 に示すように決定した。試験体
を健全な状態で保ちつつ加振実験を行うため，脱線に至
るような極端に大きな加振はせず，前章で示した脱線の
メカニズムの一因である，台車・車体間に作用するヨー
モーメントに着目した。
3. 3. 1　正弦波加振における測定波形
　加振周波数 0.5Hz の条件について，台車側ヨーダン
パ受で測定した作用力から換算した台車作用ヨーモーメ
ントおよび車体側ヨーダンパ受で測定した作用力から換
算した車体作用ヨーモーメントの時間波形を図 8 に示

す。なお，台車作用ヨーモーメント・車体作用ヨーモー
メントは次式で求めている。

MzT ＝ lydT(FydTR － FydTL) (1)

MzB ＝ lydB(FydBRF － FydBLF ＋ FydBRB － FydBLB) (2)

　ここで，MzT：台車作用ヨーモーメント，lydT：台車中
心－台車側ヨーダンパ受間左右距離，FydTR，FydTL：台車
側ヨーダンパ受前後力（右側，左側），MzB：車体作用ヨー
モーメント，lydB：台車中心－車体側ヨーダンパ受間左
右距離，FydBRF～FydBLB：車体側ヨーダンパ受前後力（右
前側，左前側，右後側，左後側）である。
　図 8 より，台車作用ヨーモーメント，車体作用ヨー
モーメントともに概ね周期的な変動となっているが，ス
パイク状に著大値も見られる。この原因の一つとして，
以下のように考えられる。前述したように，加振実験で

表１　試験装置の主な諸元

表２　加振波形

表３　加振振幅（正弦波）と加振倍率（地震波）

図８　正弦波加振時の測定波形例
（加振周波数0.5Hz，加振振幅70mm）
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は台車は停止した状態であり，走行中に輪軸が軌道上を
左右に動きやすいことを，車輪・レール間をグリース潤
滑することで模擬している。そして，加振実験を繰り返
すうちに車輪・レールの接触面間に介在していたグリー
スが車輪の左右摺動により押し出され，潤滑不良（油ぎ
れ）を起こす場合があるが，1 台車内の 4 つの車輪で同
時には起こらないため，車輪・レール間の摩擦力が不均
一となり，台車が車輪フランジ遊間で許される範囲で
ヨー方向にわずかに旋回してしまう。その結果，前後の
輪軸で車輪フランジとレールゲージコーナとの接触タイ
ミングが異なり，台車がヨー方向に旋回し，ヨーダンパ
作用力がスパイク状に発生する。実際の走行では台車内
の 4 つの車輪で車輪・レール間の摩擦係数が大きく異な
ることはないと考えられる。また，本実験はヨーダンパ
配置変更による，車体ロール振動に伴うヨーダンパ起因
のヨーモーメント低減効果を把握することが目的であ
り，加振周波数付近での挙動に着目するため，加振周波
数の 2 倍の周波数をカットオフ周波数とするローパス
フィルタ（LPF）を作用させることとした。LPF 後の台
車作用ヨーモーメント，車体作用ヨーモーメントの時間
波形を図 9 に示す。図 9 より，LPF によってスパイク
状の著大値が概ね除去され，ヨーダンパを提案配置とす
ることでヨーモーメントの発生が抑えられていることが
より明確にわかる。後述するヨーダンパ配置による台車・
車体作用モーメントへの影響については，加振周波数の
2 倍の周波数をカットオフ周波数とする LPF 後の時間
波形の最大値に着目する。
3. 3. 2　地震波加振における測定波形
　各地震波加振条件で正弦波加振の場合と同様にして求
めた台車作用モーメント，車体作用モーメントを図 10
に示す。図 10 には各地震波の主要動（揺れの大きい時
間帯）を中心に示している。ランダム波である地震波加
振においても正弦波加振と同様に車輪・レール間の摩擦
係数不均一によるスパイク状の著大ヨーモーメントが発
生し得るが，正弦波加振と異なり LPF を作用させるた
めの適切なカットオフ周波数を決定しにくい。そこで，
主要動を中心とした時間帯での各ヨーモーメントの標準
偏差に着目する。
3. 3. 3　車体・台車間に作用するヨーモーメント
　ヨーダンパを提案配置とした場合と通常配置とした場
合の，車体・台車間に発生するヨーモーメントの最大値
（正弦波加振）もしくは標準偏差（地震波加振）の比較
を図 11 に示す。
　図 8～図 10 に示したように，台車作用ヨーモーメン
トと車体作用ヨーモーメントで同様の波形となっている
ため，図 11 には台車作用ヨーモーメントについて示す。
図 11（a）が正弦波加振に対する結果，図 11（b）が地
震波加振に対する結果である。

　図 11（a）より，正弦波加振においては加振周波数
1.0Hz 以下の領域で通常配置に比べ提案配置の方が作用
ヨーモーメントが小さくなっていることがわかる。一方，
加振周波数 1.2Hz 以上の領域では提案配置にすること
の効果が小さく，条件によっては提案配置にすることに
より，ヨーモーメント最大値が大きくなっている。この
原因として，以下が推察される。
（1） 車体・台車間の相対ロール振動が小さく提案配置

とすることのメリットが小さい。
（2） 本実験において，前述したような車輪・レール間

の摩擦係数不均一によるスパイク状の著大ヨー
モーメントは，左右方向力が小さい低周波数領域
の加振よりも，著大横圧が生じる高周波数領域の
加振の方が起きやすい傾向となっており，LPF で

図９　ローパスフィルタ処理された測定波形
（加振周波数0.5Hz，加振振幅70mm）

図 10　地震波加振時の測定波形例
（L1地震動（G5地盤），加振倍率0.9 倍）
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完全に除去しきれない場合がある。
　図 11（b）より，地震波加振においては本実験で検討
した設計地震動に対し通常配置よりも提案配置の方が作
用ヨーモーメントが小さくなった。

４．確率的観点からの地震時走行安全性向上効果

　正弦波加振に対する安全限界線図は，車両の地震時の
脱線に対する耐性の基礎特性を把握することができる
が，複数の条件下での地震時走行安全性の比較や，想定
される地震時の軌道面振動（ランダム波）に対しての安
全性について把握が困難であったため，著者らはいくつ
かの前提条件のもと，地震時の軌道面振動波形から脱線
発生確率を推定する手法を提案している23）。本手法を用
いれば，想定する地震時の軌道面振動に対する走行安全
性を「確率」という統一された指標で定量的に評価する
ことができる。また，ある固定された地点に建設される
土木構造物と異なり，移動体である車両は様々な地盤や
構造物上に敷設された軌道上を走行しており，地震時に
は卓越周波数や位相特性について多種多様な軌道面振動
を受ける可能性がある。したがって，車両の地震時走行
安全性を評価する際には，そのような多種多様な軌道面
振動について俯瞰的に評価することが望ましい。そこで
本章では，地震時の軌道面振動波形から脱線発生確率を
推定する手法の概略を述べるとともに，地震時走行安全
性向上策の効果を多種多様な軌道面振動に対して脱線が
発生する確率という観点から評価する。評価に際しては
在来線車両の地震対策として，ヨーダンパの配置変更に
加え，通常は乗り上がり脱線防止を主な目的として急曲
線部に設置される，図 12 に示すような在来線用脱線防
止ガードの設置20）についても向上効果を示す。

4. 1　確率的観点からの地震時走行安全性評価法の概略
　脱線発生確率の推定は，地震時における鉄道車両の脱
線可能性を地震波から推定する方法23）に従って行い，
以下を前提としている。
（a） 想定した地震は発生したものとする（地震自体の

発生確率は考慮しない）。
（b） 一般性を有する軌道面振動（275 種）に発生の偏

りはないものとする。
（c） 車両は想定した地震に遭遇したものとする（車両

の存在確率は考慮しない）。
（d） 軌道上各地点は同様の波形で振動したものとする

（隣接構造物間の動的な角折れや目違いは考慮し
ない）。

　なお，上記一般性を有する軌道面振動は鉄道構造物等
設計標準・同解説（変位制限）24）で用いられている地表
面地震動 11 種（表 4，一部は鉄道構造物等設計標準・
同解説（耐震設計）22）に基づき修正）を入力とし，構造
物の固有周期を 0.1 秒～2.0 秒まで 25 段階に設定して求
めた構造物天端応答（11×25＝275 種）である。
　評価対象車両の評価対象軌道面振動に対する脱線発生
確率の推定手順のフローを図 13 に示し，概略を以下に
示す。なお，詳細については既報23）を参照されたい。
（1） 評価対象車両について，正弦波加振に対する 3 種

図11　ヨーダンパ提案配置と通常配置の加振実験における台車―車体間に発生するヨーモーメント

図12　在来線用脱線防止ガード

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  2022 23



の限界線図（周波数 0.3Hz～3Hz の加振に対する，
5 波で脱線する限界，1 波で脱線する限界，およ
び 5 波で車輪上昇量最大値が 10mm となる限界の
加振振幅線図）を求める。

（2） 複数の地表面地震動に対して固有周期を広範に振っ
て求めた構造物天端の応答波（一般性を有する軌
道面振動（275 種））を車両運動シミュレーション
を用いて評価対象車両が脱線する最小の振幅に調
整する。

（3） （2）項のそれぞれの軌道面振動について，加速度
波形を加速度ゼロで半波分解し，半波毎に（1）
項に示した限界線図との比較により点数付けし，
連続する 10 の半波の点数和の軌道面振動波形全
域における最大値を求める。

（4） 速度波形および変位波形についても同様の処理を
行う。

（5） （2）項のそれぞれの軌道面振動について，（3），（4）

項で得られた 3 つの値のうちの最大値を脱線可能
性推定指標値とし，その累積確率線図を求める。

（6） 評価対象地震（想定した地震）における評価対象
地点の軌道面振動を推定する。

（7） 推定された軌道面振動に対し，（3）～（5）項と同
様の手法により脱線可能性推定指標値を求め，（5）
項で求めた累積確率線図に照らし合わせることで
評価対象車両の脱線発生確率を求める。

4. 2　評価対象軌道面振動
　評価対象軌道面振動は表 4 に示す地震動（地表面波）
に加え，2004 年新潟県中越地震における新幹線脱線地
点付近の推定地表面地震動１）および 2011 年東北地方太
平洋沖地震における新幹線脱線地点付近の推定地表面地
震動24）に対する構造物の応答を非線形 1 自由度解析に
より求めたものである。構造物のパラメータは以下の通
りであり，合計で 78 種の軌道面振動について評価した。
・等価固有周期：0.0，0.4，0.5，0.6，0.8，1.0 秒
・構造物減衰：5％
・降伏震度：0.5

4. 3　地震時走行安全性向上効果
　ヨーダンパを装備した在来線車両について，ヨーダン
パを提案配置にしたり，軌道側に脱線防止ガードを設置
したりするなど，地震対策を施した場合の評価対象軌道
面振動に対する脱線発生確率推定値を，地震対策を施さ
ない場合に対する比較として図 14 に示す。図中，青四
角で示した脱線防止ガードのみの効果のデータは文献
20 で示したデータと同一である。横軸に地震対策を施

表４　地震時走行安全性評価に用いる地震波23）

図 13　地震時における鉄道車両の脱線可能性を地震波から推定する方法のフロー
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さない場合の脱線発生確率推定値をとり，縦軸に同じ軌
道面振動に対して地震対策を施した場合の脱線発生確率
推定値をとっている。図中，破線上にプロットがあれば，
地震対策の有無で脱線発生確率推定値が一致することを
意味し，破線よりも下にプロットがあれば地震対策によ
り脱線発生確率推定値が低減，すなわち地震時走行安全
性が向上していることを意味している。なお，全体的な
傾向をつかむことに主眼を置いており，軌道面振動ごと
の区別はしていないが，脱線発生確率が高い領域のプ
ロットは L2 地震動のものである。図 14 より，ヨーダ
ンパを装備した在来線車両の地震対策の効果について，
脱線防止ガードを設置する，もしくはヨーダンパを提案
配置とすることで地震時脱線発生確率を概ね半減でき，
両者を併用するとさらに脱線発生確率を低減できること
がわかる。
　図 14 に示したように，ヨーダンパを装備した在来線
車両について，ヨーダンパを提案配置にすることと軌道
に脱線防止ガードを設置することで概ね同じ地震対策効
果が得られている。これに依れば，費用が限られる中で
地震対策を行う際，路線長もしくは地震対策上の重点区
間長が長い割に運行している車両数が少ない場合には車
両側の対策（ヨーダンパ配置変更）をとり，逆の場合に
は軌道側の対策（脱線防止ガード設置）をとるといった
判断を鉄道事業者が行うことが可能となると考えられる。

５．まとめ

　在来線車両の中でも比較的高速で走行する，ヨーダン
パを装備した在来線車両の地震時走行安全性向上策とし
て，通常は台車内左右対称に 2 本配置（通常配置）して
いるヨーダンパを台車内で前後にも対称に 4 本配置す
ることを提案し（提案配置），その効果を車両運動シミュ

レーションにより明らかにするとともに，その妥当性を
実台車加振実験により確認した。さらに，急曲線部に一
般的に設置されている在来線用脱線防止ガードを地震対
策として用いた場合とあわせて，地震波に対する走行安
全性向上効果を確率的観点から評価した。得られた結果
は以下の通りである。
（1） 正弦波加振に対する安全限界線図より，通常配置

でヨーダンパを装備した在来線車両は 0.5Hz 付近
の周波数領域の安全限界振幅が他の周波数領域よ
りも小さくなった。その原因として，この周波数
領域で生じる車両下心ロール振動により車体・台
車間の相対ロール振動が大きくなり，ヨーダンパ
起因のヨーモーメントが台車に作用することを車
両運動シミュレーションにより確認した。

（2） ヨーダンパを提案配置とし，車体・台車間の相対ロー
ル振動が大きくなってもヨーダンパ起因のヨー
モーメントが台車に作用しないようにすること
で，正弦波加振に対する安全限界線図において
0.5Hz 付近の安全限界振幅が増大することを明ら
かにした。

（3） 実台車加振実験により，加振周波数 1.0Hz 以下の
正弦波加振，および設計地震動（L1 地震動，L2
地震動）に対して，ヨーダンパを通常配置から提
案配置とすることで台車に作用するヨーモーメン
トを低減できることを確認した。

（4） ヨーダンパを提案配置とすること，および主に急
曲線部に設置されている脱線防止ガードについ
て，地震波に対する走行安全性向上効果を確率的
観点から評価した結果，どちらも地震時の脱線発
生確率を概ね半減できることがわかった。

　最後に，本研究を遂行するにあたり東日本旅客鉄道株
式会社より資料を提供頂いたことを付記し，ここに謝意
を表する。なお，本論文は文献 25 の要部抜粋である。
学術的考察など詳細については文献 25 を参照されたい。
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